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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第16期
第３四半期
累計期間

第17期
第３四半期
累計期間

第16期

会計期間
自平成22年４月１日
至平成22年12月31日

自平成23年４月１日
至平成23年12月31日

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日

売上高（千円） 2,823,025 2,942,393 3,807,237

経常利益（千円） 186,054 158,984 210,147

四半期（当期）純利益（千円） 109,300 82,269 115,825

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） 377,525 377,525 377,525

発行済株式総数（株） 39,753 39,753 39,753

純資産額（千円） 1,274,080 1,323,121 1,280,605

総資産額（千円） 2,835,995 2,784,469 2,777,757

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
2,749.50 2,069.52 2,913.63

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － 1,000

自己資本比率（％） 44.9 47.5 46.1

　

回次
第16期
第３四半期
会計期間

第17期
第３四半期
会計期間

会計期間
自平成22年10月１日
至平成22年12月31日

自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
831.95 394.85

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．第16期第３四半期累計期間及び第16期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、また、第17期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１

株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当第３四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。　

(1)業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響から一部回復の動きが見えつつあるものの、欧

州債務危機を背景とする海外景気の減速や円高による企業収益悪化が懸念される等先行き不透明な状況にあります。

当社の主要顧客であるメーカーにおいては、円高の長期化やタイの洪水被害などで一部影響の見られるところもあ

りましたが、開発需要については概ね堅調に推移しており、特に情報通信・精密機器関連での展開が進みました。ま

た、第３四半期に入り自動車・航空機等の輸送用機器関連への展開も進んできております。

このような状況の中、全社的に情報を共有しつつ連携を強化し、新規及び既存顧客へのスピーディーな営業展開を

実施いたしました。技術料金につきましては大きな変動はなく、稼働時間につきましては上昇傾向が見られておりま

す。当第３四半期累計期間における技術者の稼働率は93.5％（稼働率(％)＝稼働技術者数/技術社員総数＊100であ

り、期間の月末人数を累計した数値により算出しております。）となり、12月末時点では94.7％となっております。ま

た、稼働率が上昇傾向にある中で、業績拡大に向けて即戦力技術者の採用を推し進めております。

これらの結果、当第３四半期累計期間の売上高は2,942,393千円（前年同四半期比4.2％増）、売上原価は2,408,476

千円（同2.9％増）、販売費及び一般管理費は420,212千円（同2.6％増）、営業利益は113,703千円（同56.1％増）、経

常利益は158,984千円（同14.5％減）、税引前四半期純利益は158,984千円（同13.9％減）、四半期純利益は82,269千

円（同24.7％減）となりました。

売上原価は、売上高の増加や稼働率の上昇が要因となり、売上に対する構成比率は81.9％（前年同四半期比1.1ポイ

ント減）となりました。また、販売費及び一般管理費は、積極的な採用により採用費は増加するものの、効率的な経費

活用により前年同四半期比2.6％増に抑え、売上高増加の影響もあり売上に対する構成比率は14.3％（同0.2ポイント

減）となりました。また、雇用調整助成金の受給申請は行っておりますが、稼働率の改善によりその金額は減少してお

ります。

なお、当社の報告セグメントは単一であります。　

 

(2)事業上及び財政上の対処すべき課題

 　当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　　(3)研究開発活動

　　　 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 135,000

計 135,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年２月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 39,753 39,753

大阪証券取引所　

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 39,753 39,753 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年10月１日～

平成23年12月31日
－ 39,753 － 377,525 － 337,525

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 39,753 39,753 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 39,753 － －

総株主の議決権 － 39,753 －

 

②【自己株式等】

 平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

　

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 経理部長 原口　省一 平成23年８月15日

　

(2）役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

常務取締役 営業企画部長兼経理部長 常務取締役 営業企画部長 米山　正雄 平成23年８月18日
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成23年10月１日から平成23年

12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社には子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 628,320 650,273

受取手形及び売掛金 536,854 527,088

仕掛品 4,565 1,293

貯蔵品 15 61

前払費用 20,647 23,094

繰延税金資産 83,413 83,413

その他 16,217 27,035

流動資産合計 1,290,035 1,312,260

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 398,675 385,585

構築物（純額） 2,788 2,654

車両運搬具（純額） 986 677

工具、器具及び備品（純額） 3,116 2,861

土地 968,009 968,009

有形固定資産合計 1,373,577 1,359,789

無形固定資産

ソフトウエア 2,765 1,884

施設利用権 1,854 1,828

無形固定資産合計 4,620 3,713

投資その他の資産

投資有価証券 7,000 7,000

長期前払費用 284 345

繰延税金資産 66,110 66,110

会員権 1,900 1,900

差入保証金 36,029 35,150

貸倒引当金 △1,800 △1,800

投資その他の資産合計 109,524 108,707

固定資産合計 1,487,721 1,472,209

資産合計 2,777,757 2,784,469
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（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 152 －

短期借入金 290,000 550,000

1年内返済予定の長期借入金 401,920 40,640

未払金 6,583 58,399

未払費用 276,763 295,873

未払法人税等 27,809 65,112

未払消費税等 52,382 33,616

預り金 22,552 31,890

賞与引当金 174,094 122,924

その他 1,220 1,324

流動負債合計 1,253,476 1,199,783

固定負債

退職給付引当金 165,589 176,499

役員退職慰労引当金 78,086 85,065

固定負債合計 243,675 261,564

負債合計 1,497,152 1,461,347

純資産の部

株主資本

資本金 377,525 377,525

資本剰余金 337,525 337,525

利益剰余金 565,555 608,071

株主資本合計 1,280,605 1,323,121

純資産合計 1,280,605 1,323,121

負債純資産合計 2,777,757 2,784,469
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

売上高 2,823,025 2,942,393

売上原価 2,340,778 2,408,476

売上総利益 482,246 533,916

販売費及び一般管理費

役員報酬 50,401 52,656

給料及び賞与 183,259 184,054

賞与引当金繰入額 18,429 20,843

退職給付引当金繰入額 1,133 1,004

役員退職慰労引当金繰入額 6,792 6,978

法定福利費 30,193 29,955

採用費 11 8,692

旅費及び交通費 11,757 9,101

支払手数料 30,297 30,486

地代家賃 30,975 30,915

減価償却費 4,577 4,169

その他 41,584 41,354

販売費及び一般管理費合計 409,416 420,212

営業利益 72,830 113,703

営業外収益

受取利息 142 91

受取配当金 100 100

受取手数料 1,045 1,267

助成金収入 120,166 46,718

その他 2,209 3,573

営業外収益合計 123,665 51,750

営業外費用

支払利息 10,434 6,470

その他 5 0

営業外費用合計 10,440 6,470

経常利益 186,054 158,984

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 1,322 －

特別損失合計 1,322 －

税引前四半期純利益 184,732 158,984

法人税等 75,431 76,714

四半期純利益 109,300 82,269
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【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

　

　

　

【追加情報】

当第３四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

（法人税率の変更等の影響）

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第114

号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年

法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げ及び復

興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の見積実効税率は従来の41.38％から48.25％となります。この税率変更により未払法人税

等は10,920千円増加し、法人税等は同額増加しております。　
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【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累

計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

　
前第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

減価償却費 18,138千円 16,616千円

　

　

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

配当金支払額

 　（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 23,851 600 平成22年３月31日 平成22年６月30日利益剰余金

　

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

配当金支払額

 　（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 39,753 1,000 平成23年３月31日 平成23年６月30日利益剰余金

　

　

　

（セグメント情報等）

前第３四半期累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自平成23年４

　月１日　至平成23年12月31日）　

　【セグメント情報】　

　　　当社は、アウトソーシング事業を営み顧客企業に技術サービスを提供しておりますが、その財務情報は全社を一

体のものとして把握しており、経営者が定期的にレビューする事業は個別には存在しておりません。区分すべ

き事業セグメントが存在せず報告セグメントが単一であるため、セグメント情報に関する記載は省略しており

ます。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

   １株当たり四半期純利益金額 2,749円50銭 2,069円52銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 109,300 82,269

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 109,300 82,269

普通株式の期中平均株式数（株） 39,753 39,753

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ 平成16年10月19日臨時株主総

会決議に基づく旧商法第280

条ノ20及び第280条ノ21の規

定に基づき発行した新株予約

権は、行使期間満了により平

成23年10月19日に消滅してお

ります。

　（注）　前第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため、当第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年２月３日

株式会社ヒップ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 安　田　弘　幸　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 毛　利　篤　雄　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヒップの
平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第17期事業年度の第３四半期会計期間（平成23年10月１日から平成23年
12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ
ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期財務諸表に対する経営者の責任　
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を
表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半
期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、
分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論　
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる
四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヒップの平成23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第
３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

　以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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